(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　支出科目　款：教育費　項：特別支援教育費　目：特別支援教育振興費
	事業名:　高等学校発達障がい専門家緊急派遣事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

教育委員会 特別支援教育課 特別支援教育担当　
電話番号：058-272-1111（内3554）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 E-mail：c17783@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：760千円（前年度予算額：966千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　発達障がいのある生徒に対し、深刻な問題が発生した場合や、対応が困難な事例の発生が予測される場合、学校の要請により個々の事例に応じて専門家を派遣する。専門的な立場から対応策のコーディネートや助言・相談を実施することにより、学校の指導体制を確立し、問題行動の解決や未然防止を図る。また、校内研修会を実施することにより、組織的支援のための共通理解・共通認識を図る。
	２　所要経費


① 報償費　　260千円
② 旅費　　　500千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　３ 障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる

　　・障がい児療育・支援の拠点となる施設や人材を確保する
・特別支援教育を充実する
	２　これまでの取組状況


○事業初年度の平成20年度は、7校に対して延べ26回の派遣を実施した。
○平成21年度は、19校に対して延べ57回の派遣を実施した。派遣の内訳は、特別支援学校からの派遣が51回、外部からの派遣が6回であった。派遣内容として、高等学校職員の共通理解や共通認識を図るための校内研修会の実施が多かった。

○平成22年度は、26校に対して延べ59回の派遣を実施した。派遣の内訳は、特別支援学校からの派遣が36回、外部からの派遣が23回であり、報償費を必要とする外部からの派遣回数が増加した。外部からの派遣者は、臨床心理士の他に相談員、大学教授、医師、ＮＰＯ等であった。派遣内容として、より専門的でより具体性のある内容に移行している。
○平成23年度は9月末現在において、16校に対して延べ40回の派遣を実施した。派遣の内訳は、特別支援学校からの派遣が27回、外部からの派遣が13回であった。
	３　これまでの取組に対する評価


○発達障がいがあると疑う生徒は84％（H23調査）の高等学校に在籍している。高等学校では対象生徒の正しい理解と、効果的な支援について、専門的な立場からの助言を必要としており、当事業の派遣により高等学校のニーズに対応している。
○研修会の実施により、特別支援教育に対する高等学校の認識が広がっている。発達障がいがあると疑う生徒が在籍すると答えた学校は年々増加し、対象生徒に特別な支援が必要という認識も広がっている。平成23年度からは、特別支援教育コーディネーターの複数指名をする高等学校も増加した。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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